
日本女子大学大学院紀要 家政学研究科・人間生活学研究科 第 28号 

― 55 ― 

シェアリングエコノミーにおける個人間取引（CtoC）の位置付け 
  

A Study on the Positioning of Interpersonal Transactions (CtoC) in a Sharing Economy 
  

    沼 田 夫左与* 
               Fusayo NUMATA 

  
  
要  約 シェアリングエコノミーでは，企業のみならず個人を含むあらゆる主体が，インターネット上の
プラットフォームに同じレベルでアクセスできる。これにより，これまで一般的であった企業と消費者との
商取引（BtoC : Business to Consumer）以外に，様々な主体間での商取引が行われており，中でも，個人間
の取引（CtoC : Consumer to Consumer）は新たな形態である。シェアリングエコノミーの発達による個人間
取引（CtoC）の増加に伴い，それに関わる問題も増加している。これらの問題には，従来の消費者保護の
法律の枠外であるなど，副次的な問題点もある。一方で，BtoC と CtoC の違いなど，CtoC についての具体
的な位置づけは乏しいまま，こうした個人間取引（CtoC）が扱われている。本研究では，シェアリングエ
コノミーにおける個人間取引（CtoC）に着目し，表記の経緯や用語の意味などを調査・分析する。そして，
BtoCと比較しながらシェアリングエコノミーにおける個人間取引 CtoCを位置付ける。 

 キーワード：シェアリングエコノミー，個人間取引，CtoC，BtoC，P2P 
  
Abstract In a sharing economy, all entities, including businesses and individuals, have the same level of access to 
platforms on the Internet. As a result, transactions between various entities are carried out in addition to the 
conventional commercial transactions between businesses and consumers (BtoC). The transactions between 
consumers (CtoC) are a new form of trading. Issues increase as CtoC transactions increase in conjunction with the 
development of the sharing economy. These issues also involve secondary issues, such as the fact that transactions 
are outside the framework of traditional consumer protection legislation. However, CtoC transactions are being 
handled without any specific positioning of CtoC transactions, such as differences between BtoC transactions and 
CtoC transactions. The current study investigates and analyzes the background of the notation and the meaning of 
the term CtoC in a sharing economy. This study then positions CtoC transactions in a sharing economy while 
comparing them to BtoC transactions. 
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はじめに 

 シェアリングエコノミーは，インターネット上に
あるプラットフォームを介した新しい経済システム
である。情報通信技術の発達や情報通信機器の普及
により，企業のみならず個人を含むあらゆる主体が，

同じレベルでこのプラットフォームにアクセスでき
るようになり，これまで一般的であった企業と消費
者との商取引以外に，様々な主体の間での商取引が
発生している。中でも，個人間での商取引は，今ま
でには見られなかった新たな形態である。消費者白
書では，これを Consumer to Consumer の略として
「個人間（CtoC）の取引」としている。シェアリ
ングエコノミーの発達による個人間（CtoC）取引
の増加に伴い，関連する個人間（CtoC）での問題
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も多く発生している。こうした問題は，従来の消費
者保護の法律の枠外であったり，消費者教育の範疇
ではなかったりなど，副次的な問題も起こしている。
いったい，個人間（CtoC）の取引の主体は誰なの
か何なのか，消費者なのか個人なのか，ビジネスと
はどのように違うのか，また，消費ではなく提供や
販売を行うにもかかわらず消費者なのかなど，
CtoC についての具体的な位置づけに乏しいまま，
シェアリングエコノミーにおける個人間（CtoC）
取引が扱われている。 
 日本におけるシェアリングエコノミーの市場規模
は，情報通信総合研究所 1) によると，2020 年度は
約 2.1 兆円で，2030 年度には約 7.5 兆億円に拡大す
るという。また，経済産業省 2) によると，2019 年
のCtoCでの電子商取引の市場規模は約1.7兆円で，
2018 年からの伸び率が 9.5%であるという。このよ
うに，CtoC 取引の市場規模は急激に増大すること
で，市場全体に与える影響も小さくなくなってきた。 
そこで，本稿は，欧米におけるシェアリングエコ

ノミーにおける個人間取引の表記方法と日本国内で
のそれの違いを確認した上で，日本国内で CtoC と
表記されるようになった経緯や，CtoC という用語
に含まれる意味などをシェアリングエコノミーに関
する先行研究や白書などから調査・分析する。そし
て，シェアリングエコノミーにおける個人間取引を
意味する CtoC を位置付け，シェアリングエコノ
ミーを分析・評価するためのひとつの指標を提起し
ようとするものである。 

 

１．シェアリングエコノミーにおける個人間取
引の表記方法 

（１）シェアリングエコノミーで可能になった個人
間取引 

シェアリングエコノミーとは，内閣官房シェアリ
ングエコノミー促進室によると「個人等が保有する
活用可能な資産等を，インターネット上のマッチン
グプラットフォームを介して他の個人等も利用可能
とする経済活性化活動」である 3) 注意 1)。また，シェ
アリングエコノミー協会は，これらを「空間・スキ
ル・移動・お金・モノ」という５つの分野に分類し
ている 4)。このプラットフォームには，法人のみな
らず個人もがアクセス可能であるため，個人が提
供・販売するモノやサービスを，他の個人が利用・

購入することが可能になった。これによって，これ
まで一般的であった企業対消費者間での取引形態に
加えて，個人間取引という取引形態が新たに誕生し
た。 
総務省 5) によると，2020 年には 69.3%の人がス

マートフォンを保持しており，2016年の 56.8%から
増加している上に，インターネットを利用する個人
の割合も 2020 年には 83.4%となった。このような
通信機器の普及を背景に，シェアリングエコノミー
の市場規模は拡大しており，それにともない個人間
取引も増加している。 

 
（２）欧米における個人間取引の表記 
シェアリングエコノミーには一定の定義はないも

のの，インターネット上のプラットフォームを介し
て誰もがモノやサービス，そして情報をやりとりで
きるような仕組みはアメリカで誕生した。2008 年
の金融危機の後に設立された Airbnbや Uberが爆発
的な成長をとげたことで，一般的にも注目を集め，
2014 年頃には「シェアリングエコノミー」という
用語も定着しはじめた。 
シェアリングエコノミーにおける個人間取引につ

いては，多くの先行研究でも扱われているが，その
表記方法が日本とは異なる。Gansky6) や Botsman＆
Rogers7) などから Schor8) や Rifkin9) などに至るまで，
シェアリングエコノミーの台頭とともに多くの研究
者がこのプラットフォームでの個人間取引を
「Peer-to-Peer（P2P）」と表記しており，その後の
Sundararajan10) や Raworth11) なども同様である。コ
ンサルティング会社などでも，Nielsen12) や PwC13)，
Credit Suisse14) が同様に「Peer-to-Peer（P2P）」と
している。World Economic Forum15) やそれに関連し
てLacy＆Rutqvist16) がPeer-to-Peer（P2P），Consumer-  
to-Consumer（C2C）の両方の表記を使用している
ものの，ほとんどが「Peer-to-Peer（P2P）」と表記
しているのが特徴的である。邦訳の際には，これら
は P2Pや（ピア・トゥ・ピア）と訳されている。17) 

18) 19) 20) 21) 22) 23) 24) 25)  
 
（３）日本における個人間取引の表記 
日本では，2013 年に Uber が，2014 年に Airbnb

が上陸した後，シェアリングエコノミーに関する先
行研究は，2015 年頃から散見されるようになり，
2016 年に一気にその数が増加した。また，白書な
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どの政府刊行物では，2015 年の情報通信白書で初
めてシェアリングエコノミーが登場し，2017 年に
は，消費者白書や経済財政白書を含めた７つの白書
で取り上げられた 26)。ここでは，シェアリングエコ
ノミーにおける個人間取引が日本においてどのよう
に扱われたのかを整理・検討する。 

 
①日本の先行研究 
 日本では，宮崎 27) や森と日戸 28) のように P2Pと
表記する場合もあるが，伊藤 29) や奥和田と牧野 30)，
野口 31) など P2Pと CtoCの使い方に慎重な場合を除
いて，大関 32) や市川 33)，松田 34)，上妻 35) のように
CtoCと表記する場合が多い。 
 なお，シェアリングエコノミーに関連しては，
CtoCは Consumer to Consumerの略だとされている
が，経営学などの分野では，Customer-to-Customer
の略とされている場合もある 36)。 
 
②政府刊行物 
 シェアリングエコノミーが初めて登場した 2015
年の情報通信白書では CtoC という表記は使われて
おらず，2018 年に ICT による新たなエコノミーの
形としての消費者間の取引（CtoC：Consumer to 
Consumer）が初めて取り上げられた 37)。なお，
2008 年頃から P2P を取り上げている情報通信白書
では，いずれも不特定多数のスマホなどの端末が
サーバを介さずに，端末同士で直接的にデータファ
イルを共有する通信技術などを意味するものであり，
欧米の先行研究に見られるP2Pの意味とは異なって
いる。 
 2017 年の経済財政白書は，シェアリングエコノ
ミーの特徴として，不特定多数の個人間取引
（CtoC：Consumer to Consumer）によるサービスを
あげた。さらに，ネットオークションやフリマアプ
リを CtoC 市場として，その拡大に言及している 38)。
また，2018 年の経済財政白書では，シェアリング
エコノミーの解説において，PwC の文献を参考に
した P2P 型貸出や P2P 型宿泊という表記が見られ
る 39)。 
 シェアリングエコノミーを初めて扱った 2017 年
の消費者白書は，その特徴である不特定多数の個人
がモノ・サービスを提供し，それを利用する形態を
「CtoC」と解説している 40)。 
 

２．「CtoC」に関する表記の経緯とその意味 

（１）「CtoC」その表記の経緯 
シェアリングエコノミーでの個人間取引は，欧米

ではP2Pと表記されることが多く，日本の政府刊行
物では CtoC と表記されている。これらの影響も考
えられるが，国内での先行研究ではその両方が使用
されている。モノやサービスを提供・販売するにも
かかわらず消費者であるのかとの観点からは，欧米
に見られるP2Pという表記の方が実情をよく表して
いるとも考えられるが，ここでは国内で多く使用さ
れている CtoC という表記に着目する。消費者白書
や経済財政白書で使用される CtoC という表記は，
経済産業省による「電子商取引実態調査」を参考に
している。これは，電子商取引（EC：Electronic 
Commerce）注意 2) の市場規模やその動向などについ
て，1998 年から行われている調査である。2000 年
には，企業から一般消費者への販売行為を BtoC と
定義する際に，インターネット上のオークションや
フリーマーケットを例に個人間売買（CtoC）は含
めないと但し書きがされている。この頃，インター
ネットでのオークションなどの広がりとともに，出
品者（売り手）と落札者（買い手）との間の代金支
払いや商品受け渡しなどの安全性を保証するエスク
ローサービスも普及する中で，CtoC という用語は
経営学やマーケティングに関連して使われることが
多かった 41)。 
「電子商取引実態調査」は，その調査対象をアメ

リカや中国などにも広げたほか，国内の EC 市場で
は 2014 年頃から個人の参加が目立つようになった
として 42)，2017 年からは CtoC-EC の市場規模が推
計されるようになった。 
このように，シェアリングエコノミーという用語

が取り上げられる以前より，インターネット上での
個人間売買は CtoC と称されてきた。その後，空間
やスキルなどプラットフォーム上で扱われるモノと
サービスが増えたことで，シェアリングエコノミー
が広がり，そこでの個人間取引も，そのまま CtoC
と表記されるようになった。 

 
（２）「CtoC」が持つ意味 
次に，電子商取引実態調査の報告書を調査対象と

して，「CtoC」という用語の意味を調査・分析する。
その結果，①取引をする主体としての個人と②個人
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を含むあらゆる主体という大きく二つの意味を持つ
ことが明らかになった。 

 
①取引をする主体としての個人 
電子商取引実態調査は，主にインターネットを介

した企業から一般消費者へ（BtoC）の販売行為に
関する実態や動向の調査であり，BtoC の定義には
「個人間売買（CtoC）は含まれない」という但し
書きが必ずついている。つまり，個人と個人という
取引の主体に着目している。また，シェアリングエ
コノミーは個人間の取引（CtoC）がベースである
と解説している 43)。 
 
②個人を含むあらゆる主体 
 電子商取引実態調査は，海外における CtoC での
電子商取引についても具体的なプラットフォームを
例にあげて，その実態と動向を調査・報告している。
例えば，CtoC-EC サイトとして，アメリカの eBay
を何度も取り上げているほか，中国では阿里巴巴
（アリババ）グループが運営する淘宝網（タオバオ）
など，さらに，インドネシアの Tokopedia，ベトナ
ムの muare.vn や rongbay.com，フランスの Price 
Ministerなども取り上げられている。 
しかし，これらのサイトはどれも個人間売買

（CtoC）だけが行われるサイトではない。eBay は
BtoC 販売の機能も担っており 44)，タオバオは誰で
も参加可能な相対取引の場として 45)，法人も出品可
能である 46)。また，Tokopediaやmuare.vn，rongbay.   
comは多くの中小企業も利用している 47)。つまり，
CtoC-ECサイトとは，参加費が無料などの理由によ
り，誰でも参加できるプラットフォームという意味
を持つ。日本における代表的な CtoC-EC の市場の
ひとつであるヤフオク！も，ビジネスやコンシュー
マーの隔てなく，誰でも商品を無料で出品できる 48)。
さらに，PriceMinisterは登録料・出店料不要に加え
て，出品者に対する価格交渉機能を備えている 49)。 
 また，2020 年日本国内における CtoC-EC の市場
規模は，1 兆 9,586 億円と推計されているが，この
市場規模の計算は，スマートフォン向けのフリマア
プリ，PC 向けのフリマサイト，そしてネットオー
クションを対象としており，個人間に留まらず，
BtoB や BtoC の取引も含まれている 50)。これらよ
り，CtoC には，個人を含むあらゆる主体という意
味もあることがわかる。 

 経済産業省 51) は，BtoC-EC と個人による商取引
参加を意味する CtoC-EC との境界線が徐々に曖昧
になってきているとして，CtoC をとらえる難しさ
に触れている。 
 

３．C1toC2 の位置付け 

（１）C2 の位置付け 
①C1toC2と B1toC2の表記方法 
これまでに CtoCには複数の意味があり，BtoCと

CtoC の違いも曖昧であることが明らかになった。
ここでは，CtoC を取引主体としての個人と捉え，
BtoC や BtoB とも比較しながら CtoC の具体的な位
置づけを行う。また，CtoCや BtoCの提供者・販売
者側に 1を，利用者・購入者側に 2を付与して，便
宜上，Table1のように C1toC2，B1toC2等と表す。 

Table 1 Labels for providers and users 

提供者・販売者 利用者・購入者 表記方法 

個
人
非事業  

消費者 

C1toC2 

事業

個人事業主
B1toC2 

法
人

事業主 
（ビジネス） B1toB2 

 
②B1toB2と B1toC2の比較 
 まず，B1toB2 と B1toC2 の違いから，C2 につい
て検討する。電子商取引実態調査は，企業と消費者
間での取引 BtoC で，家計が費用を負担する取引を
消費者への販売としている。したがって，個人事業
者による消費財の購入は含まれない。家計による負
担という明らかな基準によって，C2は B2と明確に
区別されている。 
 
（２）C1 の位置付け 
前述のように CtoC は複数の意味も持つが，それ

は B1toC2 と C1toC2 の違い，つまり B1 と C1 の違
いが明確でないことによるとも考えられる。そこで，
様々な視点からこれらの違いを検討する。 

 
①B1toC2に関連する法律からの検討 
まず，従来からの市場である B1toC2 に関する法

律における事業者 B と消費者 C の違いから，B1 と
C1の違いを検討する。 
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消費者基本法は，消費者と事業者との間の情報の
質及び量並びに交渉力等の格差にかんがみたもので
あるが，消費者と事業者の定義はされていない。 
消費者契約法では，「消費者契約」とは消費者と

事業者との間で締結される契約とした上で，「消費
者」は事業に関わらない個人，「事業者」は事業の
ための法人や団体としているが，「事業」の定義は
されていない。景品表示法でも，「事業者」は商
業・工業・金融業その他の事業を行う者とされてい
るが，「事業」の定義はされていない。 
インターネットを介した取引には，他に特定商取

引法や電子契約法などが関係する。電子契約法の対
象となる電子消費者契約は，消費者と事業者との間
における電磁的方法による契約であって，消費者と
事業者の定義は消費者契約法と重なる。さらに，経
済産業省 52) は，電子消費者契約は，BtoC 取引を対
象とし，CtoC 取引には適用しないとの見解を示し
ている。 
特定商取引法では，郵便等による契約を含む通信

販売が特定商取引のひとつとされている。加えて，
特定商取引に関する法律施行規則では，通信機器な
どが郵便等に含まれるとされている。これを受け，
消費者庁は，パソコン通信やインターネット等を通
じて申込みが行われるものは特定商取引に該当する
とし，営利の意思をもって反復継続して取引を行う
者は法人であるかを問わず「販売業者」に該当する
としている 53)。また，経済産業省 54) は，「販売業者」
とは販売を業として営む者の意味であり，「業とし
て営む」とは，営利の意思を持って反復継続して取
引を行うことで，営利の意思の有無は客観的に判断
され，例えば転売目的での商品の仕入れ等には営利
の意思があると判断されるという。 
以上から，「営利の意思をもって反復継続」とい

うことが B1 と C1 を区別するひとつのポイントと
なることが明らかになった。これについて経済産業
省 55) は，「インターネット・オークションにおける
「販売業者」に係るガイドライン」の中で，特定商
取引法の対象となる「営利の意思」と「反復継続」
について，次のような一般的な基準を明らかにする
ほか，同一家電製品を同時期に 5点以上など，特定
の商品に対する具体例も示している。 
・過去１ヶ月に 200 点以上又は一時点において 100
点以上の商品を新規出品している 

・落札額の合計が過去１ヶ月に 100万円以上 

・落札額の合計が過去１年間に 1,000万円以上 
ここには，販売しやすいモノを扱う「営利の意思」

と大量のモノを扱う「反復継続」がよく表れている。
しかし，読み終えた本を売るような単なる個人の取
引との乖離は大きく，2021 年 4 月に成立した「取
引 DPF 法」に対する審議では，この間に潜む C を
装う Bを「隠れ B」と称している 56）。 

 
②B1ならびに C1に対する税制からの検討 
 次に，提供者や販売者に対する税制について，特
に消費税と所得税の課税対象者の観点から，B1 と
C1の違いを検討する。 
 消費税法における事業は，その規模を問わず「反
復，継続，独立して行われる」ものであるという点
で，営利性や有償性も条件とする所得税法における
事業より広く捉えられており，民泊や駐車場のシェ
ア，モノのレンタル，カーシェアリング，ライド
シェアリング，スキルのシェアなど，対価を得て反
復，継続，独立して行われる多くの行為が課税対象
である 57)。一方で，一年間に相当する基準期間にお
ける課税売上高が 1,000 万円以下の事業者は，納税
の義務が免除されている 58)。つまり，課税売上高
1,000 万円に，消費税を納税する事業者としてのひ
とつの区切りがあると考えられる。 
所得税法では，事業を行う個人は税務署長に届け

出を行うこととされており，シェアリングエコノ
ミーによる所得を事業所得とする個人は，個人事業
主だと考えられる。ここでは，様々なシェアリング
エコノミーにより得る雑所得，譲渡所得，不動産所
得に対する課税対象者を確認する。国税庁 59) によ
ると，給与所得者が副収入等により 20 万円を超え
る所得がある場合には，確定申告が必要となる。例
えば，オークションやフリマアプリなどでのモノの
売却，民泊や自動車などの貸付，スキルの提供など
の雑所得である。しかし，古着や家財などの生活用
動産の譲渡は譲渡所得の対象とはならない 60)。ただ
し，貴金属や宝石など単位価額が 30 万円を超える
ものはその限りではない。また，不動産の貸付は事
業か否かで所得金額の計算が異なるものの，事業の
基準は高く，10 室以上の部屋や５棟以上の家屋の
貸付などになる。これらより，シェアリングエコノ
ミーを主な生業としていない場合には，給与所得者
の副収入 20万円に，ひとつの区切りが見られる。 
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③プラットフォームから見た B1と C1 
最後に，プラットフォームが提供者や販売者とし

ての B1 と C1 を区別する方法を確認する。日本の
代表的なオークションサイトであるヤフオク！は，
出品に必要な利用資格に「消費税の納税義務を負わ
ない方」という条件を提示している 61)。しかし，プ
リマアプリのメルカリ 62) や，スキルシェアのタス
カジ 63) には，そのような規定は見られず，モノや
サービスの提供者・販売者において，個人と個人事
業主，事業主の区別は見られない。 

 
（３）Cを位置づける指標 
 ここまで，CtoC を取引する主体ととらえ，様々
な視点から B1 と C1，そして C2 を調査・分析した
結果，C1toC2 を位置づけるための指標として，①
目的，②頻度，③量の 3点を取り上げる。まず，営
利か否かという目的がある。事業か否かを問う際に
「営利の意思」という表現が繰り返された。つまり，
営利の意思がない場合や非営利の意思がある場合，
そして営利と非営利の両方の意思を持つ場合も考え
られる。また，生活用動産の売買は課税対象となら
ないが，転売目的の購入は仕入れとみなされ，営利
の意思があるとされるなど，目的はCを位置づける
重要な指標と考えられる。 
 次の指標は，頻度である。事業か否かの判断には
「反復・継続」という捉え方もあった。繰り返して
行われるのか，単発の行為なのかという観点は，次
の量という指標にも密接に関わる。しかし，繰り返
されても所得が多くない場合や，単発でも所得が多
い場合も容易に考えられるので，ここでは別々の指
標とする。 
最後の指標が量である。全体の量は課税の有無に

つながる。そこには，所得税の対象とならない副収
入 20 万円と，消費税の納税対象になる課税売上高
1000 万円に境界があった。1000 万円という区切り
は，特定商取引法の対象の基準にも見られた。 
 以上より，Cを位置づける指標はTable2のように
まとめられる。しかし，目的は取引前からの指標で
ある一方，頻度や量は取引経過後の指標であり，こ
れらには時間差がある。また，目的は数値で表すこ
とができず，不明瞭でもある。さらに，量の観点か
らは 20万円と 1000万円に境界があったものの，そ
れらの大きな差がグレーゾーンを助長している。こ
のような要因が C と隠れ B の境界をあいまいにし

ていると考えられる。 

Table 2  Indices for the C (CtoC) 

頻度

量
 
目的 

反復継続 単発 

少 ↔ 多 少 ↔ 多 

所得税
× 

所得税
〇 

消費税
〇 

所得税 
× 

所得税 
〇 

消費税 
〇 

営利   B   BorC 

両方      

非営利 C   C   

 

４．まとめ 

 シェアリングエコノミーでの個人間取引（CtoC）
という表記は，シェアリングエコノミーが一般的に
なる前から行われていたインターネット上でのフ
リーマーケットやオークションなどに起因している。
このようなモノの融通などの個人間取引は，以前か
ら近所や知人，親戚の間で行われていた他，自治体
による広報などの通信欄でも取り扱われていた。そ
れが，インターネット上のプラットフォームで行わ
れることにより，一般的になった。 
 経済産業省 64) が，CtoC-EC 市場をリユース市場
の一形態ととらえるように，これはレンタル市場，
オンライン市場，フリマ市場，オークション市場の
一部でもある。CtoC というのは，誰が販売し誰が
購入するかという全く新しい指標から見た市場であ
る。つまり，CtoC はその取引を行う主体を意味し
ているが，同一プラットフォーム上でのC1やB1に
よる取引の区別が困難なことから，CtoC の市場規
模の計算などでは，個人を含むあらゆる主体が参加
できる市場を意味することもある。実際，CtoC-EC
の市場予測は，オークションやフリーマーケットの
市場規模全体をとらえている。 

CtoC を主体としてとらえた場合にも，個人によ
る販売・提供が事業か否かの区別が難しく，隠れ B
の存在が取り上げられるようになった。本論文にお
いては，CtoC を位置づける指標として，目的，頻
度，量の３つをあげることができたが，数値化でき
ない目的や，グレーゾーンを生み出す量的指標，さ
らに各指標の時間軸の違いなどの理由から，C と隠
れBを区別する具体的な線引きは難しいと考えられ
る。 
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現在，CtoC-ECの市場予測は，オークションやフ
リーマーケットを対象とし，民泊やウーバーイーツ，
タスカジなどは含まれていないことや，今後とも多
くのプラットフォームが生まれることが予測される
ことなどから，シェアリングエコノミーにおける
CtoC の意味合いは，変化する可能性もある。今後
とも注視を続けるとともに，CtoC における C の位
置付けに加えて，Ｃ1 と C2 の関係性についての検
討を今後の課題としたい。 

＜注意＞ 

注 1） デジタル庁が設置された 2021 年 9 月以降，
デジタル政策に関連するシェアリングエコノミー
促進室のサイトは，原則として更新停止となって
いる。 

注 2） 広義にはコンピューターネットワークシステ
ムを介した商取引で，猜疑にはインターネット技
術を用いた，コンピューターネットワークシステ
ムを介した商取引。 
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2021年 8月 16日） 

62） メルカリ：メルカリ利用規約（2020 年 3 月 31
日）https://www.mercari.com/jp/tos/（アクセス
2021年 8月 16日） 

63） タスカジ：タスカジさん利用規約（2021年 7月
2 日）https://taskaji.jp/terms/ForKeeper（アクセ
ス 2021年 8月 16日） 

64） 前掲 50） 
 

指導教員：人間生活学研究科生活環境学専攻  
天野晴子教授 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 


